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○久喜市指定文化財維持等交付金交付要綱 

平成26年５月21日 

教育委員会告示第10号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、文化財の適切な保存を図るため、指定文化財の日常的な維持、管理及

び後継者育成を行う者に対し、当該維持、管理及び後継者育成に要する経費の一部に充て

させるための費用として、予算の範囲内において久喜市指定文化財維持等交付金（以下「交

付金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の交付金の交付に関しては、文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下「法」と

いう。）、埼玉県文化財保護条例（昭和30年埼玉県条例第46号。以下「県条例」という。）、

久喜市文化財保護条例（平成22年久喜市条例第106号。以下「条例」という。）及び久喜

市補助金等の交付に関する規則（平成22年久喜市規則第59号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において「文化財」とは、法、県条例及び条例によって定められた文化財

をいう。 

２ この告示において「指定文化財」とは、指定有形文化財等及び指定無形文化財等をいう。 

３ この告示において「指定有形文化財等」とは、法、県条例及び条例の規定に基づき、国、

埼玉県又は市から指定を受けた有形文化財及び有形の民俗文化財をいう。 

４ この告示において「指定無形文化財等」とは、法、県条例及び条例の規定に基づき、国、

埼玉県又は市から指定を受けた無形文化財及び無形の民俗文化財をいう。 

（交付申請者） 

第３条 この告示の規定に基づき交付金の交付の申請をすることができる者は、次の各号に

掲げる文化財の区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

(1) 指定有形文化財等 指定有形文化財等の所有者（当該所有者に代わり管理責任者が

選任されている場合にあっては、当該管理責任者）。ただし、当該文化財が公共機関等

に寄託されている場合は交付金の交付の申請の対象としない。 

(2) 指定無形文化財等 指定無形文化財等の保持者又は後継者育成団体（当該指定無形

文化財等を保持する者が主たる指導員となっている団体で、代表者の定めのあるものを

いう。） 

（交付金の額） 
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第４条 交付金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額を限度とする。 

(1) 指定無形文化財等の後継者育成団体 年額30,000円 

(2) 指定有形文化財等及び指定無形文化財等（前号に掲げるものを除く。） 年額10,000

円 

（交付申請書の様式） 

第５条 規則第６条第１項の交付申請書の様式は、指定文化財維持等交付金交付申請書（様

式第１号）のとおりとする。 

（交付決定通知書の様式） 

第６条 規則第９条の交付決定通知書の様式は、指定文化財維持等交付金交付決定通知書

（様式第２号）のとおりとする。 

（請求書の様式） 

第７条 前条の規定により交付金の交付の決定を受けた者が、当該交付の決定に係る交付金

の交付を受けようとするときは、指定文化財維持等交付金請求書（様式第３号）により、

市長に請求するものとする。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月25日教委告示第25号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 


